

























































































































































































































































































































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、個人と同様に
4 4 4 4 4 4
、一般社会の構成単位
4 4 4 4 4 4 4 4 4
をなすものであることも看過することを許されない












































































































































4 4 4 4 4 4 4 4 4
、間接ではあっても
4 4 4 4 4 4 4 4
、目的遂行の
4 4 4 4 4
うえに必要なものであるとするを妨げない

















4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
展を図るうえに相当な価値と効果を認めることもできる






































































































































































































































































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ためになされたものと認められるかぎりにおいては



















































































































































4 4 4 4 4 4
生活と地位の向上を図るこ
とを目的とする団体であり、労働組合一般は労働者の経済的地位の向上






















































































































































































































































































































































― 338 ― 
　もう１つは八幡製鉄政治献金事件の場合と同様、国労広島地本事件でも、「法
人の人権」といえるものがあるか、そうした概念を態々用いて論ずべきなのか
という疑問である。なるほど組合の政治的活動が問題とはなっているが、それ
はそのことが国法上禁止されたり、制限されたりしたことを争うものではな
く、精々構成員との関係で、そうした活動も当該団体の目的の範囲内とみなし
てよいかどうかというレベルの争いである。公権力や第三者による介入、侵
害、妨害等の排除が求められているわけではないから、これまでにもその言葉
を使ったように、団体の権利能力といった類の権能の問題で、政治的活動の自
由、すなわち表現の自由が労働組合に保障されているかといったレベルの問題
ではないように、筆者には感じられるのである。要するに団体の構成員に対す
る統制力の射程距離の問題と捉えればよい事案のようにみえ、最高裁判決もそ
のような立場であるように筆者には思えるのである。
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